The Realities and Changes of "Lifetime Employment": Trends from 1945 to 1995 (Japanese) by YAMAGUCHI Kazuo
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I．  序 

















































































































   
   ブルーカラーワーカーは一般にホワイトカラーワーカーよりも労働の流動性
が高いが、わが国においては大企業のブルーカラーワーカーは賃金体系なども
ホワイトカラー化しており(小池 1991)、終身雇用確率についても同様の傾向














































(Yamaguchi, Journal of the American Statistical Association 87,1991）を用
いた。主な結果は以下のとおりである。 
 
III. 分析の オペレーショナライゼーション 
       
   終身雇用確率の推定には主として Yamaguchi (1991)が開発発展させたモデ
ル（以下「山口モデル」と呼ぶ）に基づく分析とカプランメーヤー法に基づく
























確率を i p  とし、i の時点ｔでのサバイバル確率を () i Stとする。定義により
() ii pS =∞ である。また i p についてつぎのようなロジスティック回帰式を仮定
する。   7
 




未だ起こらない状態が持続している確率）を , () mi St で表す。定義により , () mi St  
は () i St と i p の関数として以下のように定義できる。 
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式(2)より , () 0 mi S ∞= である。次に式(2)で定義された、条件付きサバイバル関
数  , () mi St が加速時間モデルのサバイバル関数であると仮定する。この仮定は 
 
       ,0 , , () ( e x p ( ) ) mi mi j i j j St S t x β = ∑ x                （３） 
         
を意味する。ここで 0, , () mi St はｘ=0 の場合に対応する基底サバイバル関数であ
る。またβ は、加速時間モデルの性質から、イベントが起こるという条件のも
とでの条件付きイベント時を表す , mi T についての回帰式 
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変数 x の集合を用いることにより、例えばｘj がイベントのハザード率に影響
するとき、それはイベントのタイミングのみに影響するのか（ j β が有意で j α
が有意でない場合）、最終イベント生起確率のみに影響するのか（ j α が有意
で j β が有意でない場合）、あるいは双方に影響するのか（ j β も j α も共に有意
である場合）の区別をすることができる。 
 






離職・転職のサバイバル確率の分析(山口 2002C, 2002D)を用いる。 
 
IV. データ 
以下の分析には 1975 年、1985 年、1995 年 SSM（Social Stratification and 
Mobility）調査データを用い、以下の３つの分析を行う。 
 










  分析３は 母集団として各調査年で３０－６４歳の男性で、３０歳までに戦
後（1946 年）以降に常雇の初職につき３０歳で常雇である者についての３０
歳の職についてそれ以後の終身雇用確率と離職・転職のハザード率を分析する。



















   
























































たのは約 40％で、約半数の 50％は他の常雇の職に転職し、残りの 10％
は３０歳で常雇の職に就いていない（多くは自営業などに転職した）。 





















   
（５）３０歳までの転職者について企業規模間移動をみると、企業規模（1-5
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の離職・転職率が高まったわけではないことを示す。   





降の違いによるものではないことを示す。   















   















   
（１０）３０歳から５４歳の終わりまでの２５年間の非離職・転職サバイバル
確率をブルーカラーワーカーについて従業先の規模別代別にみると、従業









































   15
引用文献 
    Abegglen, James.  1958.  The Japanese Factory. New 
York: Free Press.        
    Becker, Gary S. 1975. Human Capital   2
nd ed. 
University of Chicago Press.  
    Cole, Robert E. 1973. "Functional Alternatives and 
Economic Development: An Empirical Example of Permanent 
Employment in Japan" American Sociological Review 
38:424-437. 
      玄田有史・曲沼美恵.2004.『ニート─フリーターでもなく失業者でもな
く』 
幻冬社。 
     久枝浩平.1976．『契約の社会・黙約の社会：日本にみるビジネス風
土』日本経済新聞社。 
     Hurlin, Christopher and Sebastien Lechevalier 2003. 
“The heterogeneity of employment adjustment across 
Japanese Firms. A study using panel data.” CEPREMAP 
Working Paper Series N2003-10.    
    小池和夫.1991．仕事の経済学。東洋経済新報社。 
        Lazear, Edward P. 1981. “Why is there mandatory 
retirement?” NBER Research Paper R0160. Stanford 
University, 
Graduate School of Business.    
     村上泰亮、公文俊平、佐藤誠三郎. 1979.『文明としてのイエ社会』 
中央公論社。 
      Taira,  Koji.  1962.  “Characteristics  of  Japanese  Labor 
Markets.” 
Economic Development and Cultural Change 10: 150-168. 
      山岸俊夫.1998．『信頼の構造―心と社会の進化ゲーム』東京大学出版
会。 
                  Yamaguchi, Kazuo. 1992.  "Accelerated 
Failure-Time Regression Models with a Regression Model 
of Surviving Fraction: An Application to the Analysis 
of 'Permanent Employment' in Japan." Journal of the 
American Statistical  
Association 87: 284-292 . 
           山口一男. 2002A. 「イベントヒストリー分析（７）」『統計』2003
年 3 月号：69-74・ 
   山 口 一 男 . 2002B. 「イベントヒストリー分析（8）」『統計』2003 年 4
月号：73-78.   16
山口一男. 2002C. 「イベントヒストリー分析（9）」『統計』2003 年 5
月号：55-60. 
山口一男. 2002A. 「イベントヒストリー分析（10）」『統計』2003 年 6
月号：69-74.          
     17
表１.   主なモデルの結果       
  Model C１            Model Y１        Model C２        Model Y２ 
変数                           log(h)           log(T)    logit(P)        log(h)         log(T)     Logit(P)       
I. 初職の従業先の規模 （対 1000人以上） 
1-4人    0.823***  -0.423**   -1.622***  0.606***   -0.526*  -0.721 
5-29人       0.752***  -0.295**  -1.579*** 0.677***  -0.350*      -1.168**  
30-299 人    0.654***  -0.283**   -1.171***  0.485***  -0.233  -0.760**  
300-999 人  0.445***  -0.200  -0.668**    0.107  -0.102  -0.088  
官公庁    0.084   -0.447**   0.180  0.386#       -0.460*   -0.008 
 
II.  初職の職業（対 事務職） 
専門技術職   -0.046    0.066   0.041  -0.096   0.050          0.127 
販売職    0.466***   -0.278*   -0.824**   0.448***  -0.234#  -0.929** 
作業職    0.425***  -0.201*   -0.763*** 0.156    -0.185   -0.156   
 
III.  出生世代（対  第２世代） 
第４世代    0.144*  -0.443***   0.312       0.217**  -0.399*** -0.099 
第３世代    0.053  -0.314***  0.337*      0.084          -0.311***  0.198 
第１世代    0.066     -0.030     -0.375     -0.000           0.119   -0.617    
 
IV.  交互作用：「出生世代」ｘ「官公庁 対 民間」（対 民間あるいは 第２世代） 
官庁ｘ第４世代  ------  ------  ------  -1.140***   0.519  1.107*   
官庁ｘ第３世代  ------  ------  ------  -0.699**    0.464  0.393   
官庁ｘ第１世代  ------  ------  ------  -0.207  -0.505       0.466 
  
V. 交互作用：「従業先の規模」ｘ「作業職 対ホワイトカラー」 
作業職 x 1-4人     ------           ------         -------         0.368#         0.177       -1.745* 
作業職ｘ5-29 人  ------  ------  ------  0.172   0.121       -1.008# 
作業職ｘ30-299 人  ------  ------  ------  0.310*       -0.047  -1.027* 
作業職ｘ300-999 人  ------  ------  ------  0.643***   -0.140       -1.521** 
作業職 x官公庁  ------ ------ ------ 0.278    0.164    -0.585   
 
VI. 定数項  ------  4.835***   -0.081     ------  4.776***  -0.214 
有意度：***p<.001; **p<.01; *p<.05; #p<.10 
出生世代： 
   第 1世代：1975年に 45-64歳、1985年に 55-64歳。 
第 2世代：1975 年に 35-44 歳、 1985 年に 45-54歳、1995年に 55-64 歳。 
第３世代：1975 年に 25-34 歳、1985 年に 35-44歳、1995年に 45-54 歳。 
第４世代：1985 年に 25-34 歳、 1995 年に 25-44 歳。 
スケールパラメーター：モデル Y1:0.137:モデル Y2:0.147；Y3:0.138 
形状パラメーター：モデル Y1:-0.077; モデル Y2:-0.110; Y3:-0.077  18
表１． 主なモデルの結果（継続）       
         
            Model Y３         
変数                         log(T)    logit(P) 
I. 初職の十行先の規模（対  1000人以上） 
1-4人    -0.394**   -0.839 
5-29人       -0.273** -1.261**     
30-299 人     -0.263**   -0.719*    
300-999 人  -0.189  -0.030**     
官公庁   -0.445*    -0.012   
 
II.  初職の職業（対 事務職） 
専門技術職     0.060   0.111   
販売職    -0.261*   -0.827**    
作業職    -0.168#   -0.169        
 
III  出生世代（対  第２世代） 
第４世代    -0.407***  -0.066        
第３世代    -0.311***  0.198*       
第１世代      0.130    -0.634          
 
IV.  交互作用：「出生世代」ｘ「官公庁 対 民間」（対 民間あるいは 第２世代） 
官庁ｘ  第４世代   0.523  1.071*       
官庁ｘ第３世代   0.476   0.378      
官庁ｘ第１世代 -0.515#  0.486      
  
V. 交互作用：「従業先の規模」ｘ「作業職 対ホワイトカラー」 
作業職 x 1-4人      ------         -1.557#       
作業職ｘ5-29 人  -----  -0.785#       
作業職ｘ30-299 人 ------  -1.078**  
作業職ｘ300-999 人 ------  -1.641***  
作業職 x官公庁 ------  -0.494    
 
VI.  定数項  4.780***   -0.201    
有意度：***p<.001; **p<.01; *p<.05; #p<.10 
モデル          Log-likelihood     Chi-Square     NP (or DF)        注 
Y1:                -4,215.98                                       25                  交互作用効果なし  
Y2:                -4,193.65                                       41                  TとＰに効果 IVと V  
Y3                 -4,194.66                                       36                 Ｐに効果 IVと V、Ｔに効果Ｖ 
Y4:                -4,199.74                                       33                  Pのみに効果 IVと V 
Y4 対 Y1                                       32.48               6 
Y3 対 Y4                                 10.16               3 
Y2 対 Y3                                         2.02               5                                 19
表 2． モデルＹ3 の結果に基づく従業先の規模、職業、出生世代別 
終身雇用確率の推定値 
                                                    従業先の規模 
                                 1-4        5-29       30-299   300-999   1000 以上  官公庁 
I.   第４世代（1985年に 25-34歳、1995 年に 25-44 歳） 
専門技術職  0.270 0.195 0.294 0.454 0.461 0.712 
事務職    0.249 0.178 0.272 0.426 0.434 0.689  
販売職    0.120 0.082 0.133 0.235 0.240 ------ 
作業職    0.056 0.079 0.097 0.109 0.393 0.532 
II.  第 3 世代（1975 年に 25-34歳、1985 年に 35-44 歳、1995 年に 45-54
歳） 
専門技術職  0.325 0.240 0.352 0.520 0.527 0.617 
事務職    0.301      0.220       0.327      0.492  0.499  0.590 
販売職    0.151 0.104 0.167 0.285 0.291 ------ 
作業職    0.071 0.101 0.122 0.137 0.457 0.426 
III.  第２世代（1975年に 35-44 歳、1985 年に 45-54歳、1995年に 55-64
歳） 
専門技術職  0.283 0.206 0.308 0.470 0.478 0.475 
事務職    0.261 0.188 0.285 0.443 0.450 0.447 
販売職    0.127 0.087 0.141 0.247 0.252 ------ 
作業職   0.059    0.084  0.103 0.115 0.409 0.294   
IV.  第１世代（1975年に 45-64 歳、1985 年に 55-64 歳） 
専門技術職  0.173 0.121 0.191 0.320 0.327 0.438 
事務職    0.158 0.109 0.174 0.296 0.302 0.411 
販売職    0.072 0.048 0.080 0.146 0.152 ------ 
作業職    0.032 0.046 0.057 0.064 0.268 0.264   20
 表 3.  追加モデルの結果     
 
 
                                        モデルＣ３         モデルＣ４      モデルＣ５      モデルＹ5    
変数                             log(h)          log(h)             log(h)            log(T)         logit(P)      
I. 初職年齢と卒業年齢の差 
  線形効果                        -0.051***          -0.041***  -0.053***   0.053***   0.030 
 
II. 初 職 年 齢                     
 線形効果                          --------                 -0.010                  ---------        --------      -------- 
 
III. 教 育 年 数  
線形効果                          - -------                 --------                 -0.010           --------      -------- 
 
IV. 初職の従業先の規模 （対 1000人以上） 
 (数値略) 
V.  初職の職業（対 事務職） 
 （数値略） 
VI . 出生世代（対  第２世代） 
  （数値略） 
VII .  交互作用：「出生世代」ｘ「官公庁 対 民間」（対 民間 又は 第２世代） 
   （数値略） 
VIII.  交互作用：「従業先の規模」ｘ「作業職 対 ホワイトカラー」 
   (数値略 
IX. 定数項  
  （数値略）    
 
***p<.001; **p<.01; *p<.05; #p<.10   21
表４. ３０歳までの職歴分岐の予測ロジスティック回帰モデル
注１ 
                logit[P3/(P1+P2)]          logit[P2/P3] 
       
I. 初職の従業先の規模 （対 1000人以上） 
1-4人           1.616***                   0.567** 
5-29人                      1.089***                   0.597*** 
30-299 人                         0.421*                       0.637*** 
300-999 人                                0.117                         0.407**      
官公庁                  0.356                        -0.069   
 
II.  初職の職業（対 事務職） 
専門技術職               -0.464                        -0.463***  
販売職                 0.508*                 0.376*       
作業職                 0.372*                        0.245*      
 
III. 出生世代（対  第２世代）
注２ 
第４世代                 0.090                          0.299**   
第３世代                                 0.103                          0.158# 
第１世代                 0.502*                       -0.530*** 
 
IＶ.  定数項                          -2.285***                    0.120* 
注１：Ｐ１、Ｐ２、Ｐ３は以下の確率を表し、また平均は以下のとおりである。 
  表１－表３の分析に用いた３０６０人中３０歳で 
  Ｐ１：初職と同じ勤め先である確率：経験者 1,210 人、平均確率 39.6% 
  Ｐ２：常雇で雇用主の変わる確率：経験者 1,543人    平均確率 50.4% 
  Ｐ３：自営やパートなど他の従業上の地位となる確率。経験者 307 人、平均確率
10.0％。 
注２：出生世代： 
     第 1世代：1975年に 45-64 歳、1985 年に 55-64歳。 
  第 2世代：1975 年に 35-44歳、 1985年に 45-54歳、1995年に 55-64歳。 
    第３世代：1975年に 25-34歳、1985年に 35-44 歳、1995 年に 45-54歳。 
    第４世代：1985年に 25-34歳、 1995年に 25-44歳。 
有意度：***p<.001; **p<.01; *p<.05; #p<.10  22
表５．３０歳までに常雇の雇用主が変わった１５４３人のうち、３０歳での職の従業 




   1  2  3  4  5  6  Total 
1  24  36 27 4 9 4  104
2  28  149 105 21 45 17  365
3  18  94 198 36 56 20  422
4  4  24 31 62 28 11  160
5  5  39 62 17 169 17  309
FSIZE1 
6  3  12 19 6 19 87  146


















   1.00  2.00  3.00  4.00  Total 
1.00  104  24 4 14 146
2.00  65  222 31 49 367
3.00  22  55 60 57 194
occ1 
4.00  51  89 71 588 799











                logit[P/(1-P)]         
       
I. 初職の従業先の規模 （対 1000人以上） 
1-4人          -0.397 
5-29人                     -0.297        
30-299 人                         0.054 
300-999 人                               -0.235     
官公庁                 -0.394   
 
II.  初職の職業（対 事務職） 
販売職                -0.407         
作業職                -0.786***      
 
III.  出生世代（対  第２世代） 
第４世代                -0.325        
第３世代                                -0.112 
第１世代                 0.025 
 
IV.  教育  (対高専未満) 
高専または大卒
注 １        0.828*** 
          
IＶ. 定数項                          -2.435***  
有意度：***p<.001; **p<.01; *p<.05; #p<.10 
注１高専卒と大卒の影響は優位に変わらない。  25
表 8 ．30歳で就業していた常雇の職についてのその後の離職・転職ハザード率の 
分析（基底時間=年齢; コックスモデル） 
         C1          C2               C3                C4             C5       
I. 初職の従業先の規模 （対 1000 人以上） 
1-4 人     0.615***       0.608***     0.401          0.622***     0.604***      
5-29 人         0.776***       0.765***     0.686***    0.782***     0.771***   
30-299 人                       0.672***       0.660***     0.469**      0.672***     0.668***  
300-999 人                     0.410**         0.396**       0.370#        0.404**       0.396**  
官公庁    -0.489**         -0.484**     -0.476          -0.479**     -0. 491** 
 
II.  初職の職業（対 事務職） 
専門技術職   -0.092          -0.107         -0.099         -0.118          -0.107 
販売職     0.325*           0.331*        0.377**      0.334*         0.345* 
作業職     0.359***          0.379***   -0.451          0.405***    0.348**  
 
III.  出生世代（対  第２世代） 
第４世代    -0.009              -0.009         -0.001        -0.028          -0.008 
第３世代    -0.201*            -0.191*       -0.170#     -0.205*         -0.194* 
第１世代     0.184#              0.151           0.127        0.204# .        0.149 
 
VI.  30 歳までの転職の有無（対  なし） 
                                      0.172*              0.069            ------         -------            0.073 
 
V.  29 歳以前の現職の継続期間（月単位） 
                                      ------               -0.002#          -0.002**   -0.002**      -0.002# 
 
VI.    交互作用：「出生世代」ｘ「官公庁 対 民間」（対 民間あるいは 第２世代） 
官公庁ｘ  第４世代   -------              -------            -0.149         -------           ------- 
官公庁ｘ第３世代   -------          ------            -0.246         -------           ------- 
官公庁ｘ第１世代   -------              -------              0.144         ------            ------- 
             
VII. 交互作用：「従業先の規模：対 1000+人」ｘ「作業職 対ホワイトカラー」 
1-4 人                           -------              -------                1.012         -------           ------ 
5-29 人                         -------              -------                0.833         -------          ------- 
30-299 人                     -------              -------                 1.036#      -------           ------ 
300-999 人                   -------              -------                 0.698        -------           ------- 
官公庁                         -------              -------                 0.695        -------            ------- 
 
VIII . 初職年齢と卒業年齢の差 
                                     -------              -------                 --------       -0.019           -------  
IX.  初職と３０歳の職の従業者規模移動（対  同規模） 
より大規模企業へ     --------            --------                --------          -------        0.334** 
より小規模企業へ     -------             -------                 --------          -------        0.174 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
有意度：***p<.001; **p<.01; *p<.05; #p<.10  26
表９．カプラン・メイヤー法（単純修正値）による、３０歳以降の職の出生世代別サ 
    バイバル確率（年齢の関数として） 
 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿     
          
                                                     S(43)                          S(53)                   S(54) 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
第４世代                                      0.686 (0.043)            -------------          ----------- 
第３世代                                      0.701 (0.019)           0.528  (0.053)      ----------- 
第２世代                                      0.649  (0.016)          0.520  ( 0.023)     0.506  (0.023)    
第１世代                                      0.647 (0.031)           0.515  (0.036)      0.491   (0.037) 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
S(43): 43歳の終わりまでの 14年間のサバイバル（企業間非離職・転職）確率 
S(53): 53歳の終わりまでの 24年間のサバイバル（企業間非離職・転職）確率 
S(54): 54歳の終わりまでの 25年間のサバイバル（企業間非離職・転職）確率 
 
第 1世代：1975 年に 45-64 歳、1985年に 55-64 歳。 
第 2世代：1975 年に 35-44 歳、 1985 年に 45-54 歳、1995年に 55-64歳。 
第３世代：1975 年に 25-34 歳、1985 年に 35-44 歳、1995 年に 45-54歳。 
第４世代：1985 年に 25-34 歳、 1995 年に 25-44 歳。 
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表１０．カプラン・メイヤー法（単純修正値）による、３０歳以後の職のサバイバル 
      確率（年齢の関数として） 
 
             S(54)        S.E, 
 
 I.  ＷＣ－ＢＣ別、従業先の規模別 
. １． ホワイトカラー職 
1-4 人                    0.553  (0.102)                                    
5-29 人                   0.460  (0.060)      
30-299 人                 0.576  (0.037)    
300-999 人                0.503  (0.078) 
1,000 人以上              0.572  (0.058) 
官公庁                    0.722  (0.049)  
 
２． ブルーカラー(作業)職 
1-4 人                   0.432   (0.086)         
5-29 人                  0.383   (0.041)       
30-299 人                0.327   (0.043)    
300-999 人               0.437   (0.108) 
1,000 人以上             0.551   (0.054)  
官公庁                   0.792   (0.138)     
 
II.   職業別 
専門技術職                             0.661       (0.035) 
事務職                                     0.589       (0.038) 
販売職                                     0.418       (0.054) 
作業職                                     0.434       (0.025) 
S(54)：５４歳の終わりまでの２５年間のサバイバル（企業間非離職・転職）確率 